
離島の高齢者福祉
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１．は じ め に

本稿の課題は，愛媛県の離島のひとつである旧関前村（以下，関前村と記

す。１））を取り上げ，高齢者福祉の現状と課題を検討することにある。

筆者が調査のために関前村をはじめて訪れたのは１９８３年であった。関前村

は１９８０年の国勢調査では高齢化率が２５．３％で，愛媛県内でもっとも高い高齢

化率を示していた。この高い高齢化率に興味をひかれて調査を行うことにし

た。最初の調査から２０年余を経過した。そして，２００５年１月には今治市と関

前村を含む越智郡の１１か町村が合併し，関前村は今治市となった。関前村は

これからまた大きな変動を迎えようとしているが，これまでの２０年間余の地

域社会の変化と高齢者福祉の現状を捉えておきたい。

関前村は，今治市沖１８kmのところにある離島で，広島県との境に位置して

いる。関前村は岡村島，小大下島，大下島の３島からなる。３島をあわせた村

の総面積は，２０００年では５５２haで，内訳は農用地３２０ha，森林１５１ha，道路１４

ha，宅地１８ha，その他４９haとなっている。２０００年の国勢調査では，人口は岡

村島６４８人，小大下島６５人，大下島１５２人の計８６５人である。２）（図１）

離島についての明確な定義はないが，離島は周囲を海洋によって完全に囲ま

れた地理的非連続性を持つ地域であるとひとまず定義できるであろう。３）観光

や漁業・農業などの新たな産業を振興し，活気にあふれる島もある。しかし，

離島の多くに「離島振興法」や「過疎地域自立支援特別措置法」などの地域振

興関係法が適用されており，離島は地域問題対策の対象となっている。４）関前
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村の３島も，１９５９年に「離島振興法」の指定を受け，また，１９７０年に公布さ

れた「過疎地域対策緊急措置法」（現「過疎地域自立支援特別措置法」）におい

ても，関前村は指定地域となっている。５）

離島振興法の対策実施地域に指定されている有人離島は，本土からの時間距

離，地理的条件や人口規模等に基づき，内海・本土近接型離島，外海・本土近

接型離島，群島型離島，孤立大型離島，外海・本土近接型離島の５類型に分類

されている。関前村の島は，本土にある中心的な都市から航路１時間圏内で，

航路が静穏で欠航がほとんどないと考えられる「内海・本土近接型離島」に分

類されている。６）

村の財政状況をみておこう。関前村の２０００年の決算では，歳入は２，０５２百

万円，歳出は２，００４百万円である。歳入歳出ともに，愛媛県内の１２市５８町村

のうち５番目に小さな決算額であり，関前村の財政規模はきわめて小さい。ま

た，市町村の財政力を示す指標である財政力指標をみると，２０００年度（決算）

図１ 関前村

資料出所）島崎義弘「タイムダラーボランティア『だんだん』の取り組み」『かんぽ資金』
№２９４，２０００年
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の関前村は０．０５９となる。愛媛県は０．３００で，また離島に限っても０．１８８であ

るから，関前村は極めて脆弱な財政力といえよう。７）

調査を行った１９８３年当時の関前村における高齢者福祉としては，ホームヘ

ルパーが１人おり，在宅の寝たきり高齢者に対するホームヘルプサービスが行

われ，４人が高齢者福祉施設を利用しているだけであった。利用施設は養護老

人ホームが４人，特別養護老人ホームが０人であった。村には老人福祉入所施

設はないので，施設入所者は島から離れ入所していた。へき地出張診療所には

医師が常駐しており初期診療は行われていた。当時，高齢者がもっとも望んで

いたのは，「老人医療サービスの充実」（３９．４％），「老人クラブの充実」

（２７．５％），「ホームヘルパーの派遣」（１０．２％）であった。「給食サービス」「入浴

サービス」「老人ホームの入所」などについての要望は２～３％と少なかった。８）

１９８０年からの２０年間は日本の高齢者福祉にとって大きな変化をもたらした

期間であった。日本は本格的な高齢化社会を迎え，１９８３年には老人保健法が

施行され，１９８９年には「高齢者保健福祉推進十ヵ年戦略」（ゴールドプラン）

が策定された。また，１９９０年の社会福祉関係８法の改正では，施設および在

宅の福祉サービスの提供，「老人福祉計画」の作成とそれに基づくサービスの

計画的整備が市町村によって行われることになった。さらに５年後にはゴール

ドプランの見直しが行われ，２０００年には介護保険制度が導入された。９）こうし

た日本の高齢者福祉政策の展開を背景に，関前村の地域社会や高齢者福祉はど

のように変化してきたのだろうか，以下ではそれを具体的にみていこう。

なお，引用する関前村関係の資料は，明示していないものはすべて関前村役

場で入手した資料によっている。

２．地域社会の変化

関前村はどう変わったか。地域社会の２０年間の変化をみよう。

関前村の人口は，１９８０年には１，４６９人であった。１９６０年の人口は２，９０６人

であったから，１９６０年を１００とすると８０年の人口は５０．６となる。１９６０年か

離島の高齢者福祉 １０３
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ら１９８０年までに村の人口が半分になるという急激な人口減少を経験してい

た。村には通学できる高校がないことが若年層の減少に拍車をかけ，１９８０年

当時もすでに若年層をえぐる形の逆壺型の人口構成を示していた。その２０年

後の２０００年には人口は８６５人となった。２０００年の人口は１９８０年を１００とす

ると５８．９となり，減少の程度はいくぶんかゆるやかになったが，人口はさら

に４割減少し，２０００年の年齢別の人口構成は図２のようになった。

世帯数についても同じように指数をもとめてみると，１９８０年は５５３世帯で

あるので，１９６０年の７６６世帯を１００とすると１９８０年の指数は７２．２となる。

また，２０００年の世帯は４２８であるから，１９８０年を１００として２０００年の指数を

もとめると７７．４となる。それぞれ３割程度の減少であり，人口に比べて世帯

図２ 年齢，男女別人口（２０００年）

資料出所）総務省統計局『平成１２年国勢調査報告』
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数の減少の程度はゆるやかである。（表１）

出生数は１９５０年には１００人を超えていたが１９７０年代後半からは１桁の数値

となっている。１９８０年は７人，２０００年は３人の出生であった。子どもたちの

数は急激に減少している。１９８０年当時は小学校が２校と中学校が１校あり，

そこに小学生１０５人，中学生６４人が通学していた。１９９７年には大下小学校が

休校となり，関前村の小学校は岡村小学校１つになった。２０００年には，小学

生が２４人，中学生が１７人通学している。１０）

１９９０年に，地域福祉の中核となる関前村社会福祉協議会が法人化され，「安

心して楽しく老いる」島づくりが推進されている。

１９９１年には高齢者生活福祉センターが開設されている。当初は過疎地の高

齢者施設として，高齢者が体力は低下してもできるかぎり住み慣れた地域で生

活が続けられるように設置された。居住機能と食事や入浴等の介護支援機能を

あわせもった施設で，デイサービスと入所サービスが提供されることになっ

た。１９９８年には過疎地域以外にも整備可能となり，また，２００１年より名称が

「生活支援ハウス」へと変更されている。居住の部分には，１人用８室，２人

用２室がある。２００３年現在の高齢者生活福祉センター職員は，ケアマネージャ

ー１名，看護師１名，生活指導員１名，寮母１名，調理員１名である。

加えて，村全体にかかわる大きな環境の変化がある。１９９８年に，岡村島と

人 口 世帯数 高齢者数 高齢化率
愛媛県 全 国

１９５０年 ３８８５ ８７２ ３０２ ７．７ ６．１ ４．９

１９６０年 ２９０６ ７６６ ３１０ １０．７ ７．２ ５．７

１９７０年 １９３１ ６２４ ３３０ １７．１ ９．４ ７．１

１９８０年 １４６９ ５５３ ３７２ ２５．３ １１．６ ９．１

１９９０年 １２２５ ５０２ ４３６ ３５．６ １５．４ １２．１

２０００年 ８６５ ４２８ ４２１ ４８．７ ２１．４ １７．３

表１ 人口・世帯の推移

資料出所）総務省統計局『国勢調査報告』各年
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広島県大崎下島を結ぶ岡村大橋・中の瀬戸大橋・平羅橋の橋脚が完成し，岡村

島と大崎下島と豊島の３島の生活圏の拡充および交流が図られるようになった

ことである。大崎下島には歯科医師や歯科衛生士が常駐し，特別養護老人ホー

ムがある。岡村島はこれらの医療福祉資源が陸路で利用可能となった。これ

は，２００８年の完成を目標とした「広島県安芸灘諸島連絡架橋」構想の一環を

しめるものである。豊島と上蒲刈島の間の橋が完成すれば，広島県呉市から大

崎下島，岡村島までが陸続きとなり，さらに生活圏の拡充や都市部との交流が

期待される。１１）

３．高齢者の実態

まず，関前村における高齢者の実態を総務省統計局『国勢調査報告』でみよ

う。

高齢者の人口は１９８０年当時３７２人で，高齢化率は２５．３％を示していた。２０００

年の高齢者人口は４２１人で，高齢化率は４８．７％となり，半数が高齢者の村と

なった。２０００年の高齢化率は愛媛県内では第１位であるが，全国でも３位と

なる。関前村は超高齢化した地域社会である。（表１）

高齢者のいる世帯は，１９８０年では２８９世帯であったが，２０００年には２９８世

帯となり，高齢者のいる世帯数は増加している。２０００年の高齢者のいる世帯

の家族類型は，核家族世帯が４７．３％と半数近くを占め，ついで単独世帯の

３５．９％となる。２０年前と比べると，この２つの家族類型の比率が増加してい

る。一方，減少しているのは三世代世帯で，１８．３％から５．４％となり，関前

村には三世代世帯は少ない。愛媛県や全国と比較してみると，関前村の高齢者

のいる世帯は単独世帯の比率が高く，三世代世帯の比率が低いのが特徴であ

る。（表２）

高齢者の労働力状態は，２０００年では労働力人口が１３９人で，６５歳以上人口

４２１人に占める労働力人口の割合は３３．０％となる。高齢者の３人に１人が働

き続けている。実際，訪問調査をしてみると多くの高齢者が働いていることが

１０６ 松山大学論集 第１６巻 第６号
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わかる。午前中は訪問しても自宅にいる高齢者は少ない。年齢別に労働力率を

みると，男女ともに全国に比べて労働力率が高い。とくに男性の労働力率は７０

代でも半数を超えており，関前村の男性高齢者では７０代は現役である。（図３）

また，高齢者の産業別就業状況は，２０００年では第１次産業８３．５％，第２次

総数 親族世帯
総数 非親族世帯 単独世帯 （再掲）

三世代世帯
（再掲）
夫婦のみの世帯核家族世帯 その他世帯

１９８０年
２８９ ２１４ １１２ １０２ １ ７４ ５３ ８０

１００．０ ７４．０ ３８．８ ３５．３ ０．３ ２５．６ １８．３ ２７．７

２０００年
２９８ １９０ １４１ ４９ １ １０７ １６ １００

１００．０ ６３．８ ４７．３ １６．４ ０．３ ３５．９ ５．４ ３３．６

愛媛県 １００．０ ７６．１ ４７．１ ２９．１ ０．１ ２３．８ ２０．０ ３０．８

全 国 １００．０ ７９．７ ４５．２ ３４．５ ０．１ ２０．２ ２６．８ ２６．４

表２ 世帯の家族類型

資料出所）総務省統計局『国勢調査報告』各年

図３ 男女，年齢別労働力率（２０００年）

資料出所）総務省統計局『平成１２年国勢調査報告』
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産業２．９％，第３次産業１３．７％となっている。第１次産業の内訳は，農業

７１．２％，漁業１２．２％となっており，多くの高齢者は農業に従事している。

関前村が２００１年に行った「高齢者一般調査」によると，６５歳以上の高齢者

の健康状態は，「普通に生活」が７３．９％で，「外出は１人でできない」が１０．６％，

「家の中でも助けが必要」が２．５％，「一日中ベッドの上」が０．３％となる。

健康状態では，高齢者の７割は普通に生活できるが，１割は何らかの介助が必

要である。

生活動作については，「歩行」「食事」「トイレ」「入浴」「着替え等」「買物」

「調理」「掃除等」「乗物の乗降」のいずれの項目についても８～９割が「普通

にできる」と答えている。「助けが必要」という生活動作を比率の高い順にあ

げると，「乗物の乗降」（９．９％），「調理」（４．７％），「掃除等」（４．３％）である。

健康への気遣いについて聞いた問いには，「気をつけている」と答えたのは

９１．０％で，「気をつけていない」と答えたのはわずか４．７％である。気をつけ

ていることは，「食事」（７８．３％），「休養」（４８．１％）そして「運動」（４２．５％）

である。健康について知りたいことは，「生活習慣病にならないための工夫」

（５１．２％），「食生活」（４６．６％），「痴呆の予防」（４１．３％）となる。これに，「寝

たきり予防」（２７．６％），「心の健康」（２５．５％），「運動方法」（２１．７％），「検診

の内容や受け方」（２１．４％）などがつづく。高齢者の多くは健康を気にかけて

おり，病気の予防に関心が高い。

４．介護保険サービス利用の実態

関前村の介護保険における２００２年度の６５歳以上の第１号被保険者の人数は

４４２人で，そのうち６９．７％（３０８人）が第２段階被保険者である。第２段階被

保険者は，世帯全員が市町村民税の非課税納税者である６５歳以上の村民で，

基準額×０．７５の保険料を負担する。基準額である第３段階の月額は第１期

２，５０８円であったが，第２期は３，３２３円となっている。（表３・表４）

２００１年１０月３１日現在の要介護認定者数は３７人である。要介護認定者の出
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現率は８．５１％となっている。要介護度別にみると要支援が５人，要介護１が５

人，要介護２が７人，要介護３が７人，要介護４が２人，要介護５が１１人で

ある。要介護度別では，要介護度５がもっとも多い。

以下では，介護保険におけるサービスの利用実態を在宅サービスと施設サー

ビスに分け，サービスごとに検討してみよう。（表５）

まず，在宅サービスの利用実態を２００１年度についてみる。

訪問介護は，「関前村高齢者生活福祉センター」が事業者となり，５人のホ

ームヘルパーが要介護者の家庭を訪問しサービスを提供している。ヘルパーは

常勤２人，登録３人である。月曜日から金曜日の６：００から２２：００の時間帯

人 数 割 合

第１号

第１段階被保険者数 ５ １．１

第２段階被保険者数 ３０８ ６９．７

第３段階被保険者数 ８３ １８．８

第４段階被保険者数 ３７ ８．４

第５段階被保険者数 ９ ２．０

計 ４４２ １００．０

段 階 対 象 者 ２００３年度の保険料

第１段階 生活保護受給者及び老齢福祉年金受給者で，世帯全員が市町村
民税非課税納税者である６５歳以上の村民 ２０，０００

第２段階 世帯全員が市町村民税の非課税納税者である６５歳以上の村民 ２９，９００

第３段階 本人が市町村民税非課税納税者である村民 ３９，９００

第４段階 本人が市長村民税課税納税者であり，前年の合計所得金額が
２００万円未満の村民 ４９，９００

第５段階 本人が市町村民税課税納税者であり，前年の合計所得金額が
２００万円以上の村民 ５９，９００

表３ 所得段階別第１号被保険者数及び割合（単位：人，％）

資料出所）関前村役場調（２００２年６月１５日現在）

表４ 介護保険料の基準と保険料

資料出所）関前村役場調
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でサービスを提供している。被派遣実人員は２８人，年間延べ派遣回数は１，０５６

回，年間延べ派遣時間は１，１２０時間である。利用者１人あたりの利用頻度は

３７．７１回である。およそ，１０日に１回の利用となる。

訪問入浴介護は入浴車等で要介護者の居宅を訪問し，入浴介護を行うサービ

スであるが，関前村には事業者はなく，利用もない。村役場は「訪問介護にお

いて自宅での入浴を実施することで需要に対応する」としている。

訪問看護や訪問リハビリテーションについては事業者はいるが，利用実績は

ない。

通所介護（デイサービス）は１９９１年から送迎付きのデイサービスを「関前

村高齢者生活福祉センター」で行っている。月曜日から金曜日までの９：３０か

ら１６：００で，１日当たりの利用定員は１２から１５人である。年間の延べ利用

回数は３２１回，利用実人数は１２人である。１人当たりの年間利用回数は約２６

回となり，１か月に２回程度の利用である。

通所リハビリテーション（デイケア）は，機能訓練を行うサービスであるが，

事業者がおらず，利用実績もない。

福祉用具貸与については「特殊寝台付属品」の貸与があった。村内に事業者

はないので，松山市の事業者が利用されている。

短期入所生活介護（ショートステイ）は，村内には事業者はなく，広島県の

事業者が利用されている。利用実人数は５人，利用延べ人数は３７人，利用延

べ日数は２４８日である。１人あたりの利用回数は７．４回で，１人あたり利用日

数４９．６日である。１回あたりの利用日数は６．７日となり，１週間の滞在利用と

なっている。短期入所療養介護については村内に事業者もなく利用もなかった。

痴呆対応型共同生活介護（グループホーム）は村内に施設はなく，利用実績

もない。特定施設入所者生活介護（ケアハウス）は村内に施設はないが，１人

が西条市の事業者を利用している。

居宅療養管理指導は村内に３件の事業者があるが，広島県の事業者が利用さ

れている。「医師又は歯科医師の指導」および「歯科衛生士の指導」をそれぞ
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れ２人が利用した。

その他に，居宅介護支援については１９人が利用した。延べ利用回数は１３８

回で，１人あたりの利用回数は７．３回である。「関前村高齢者生活福祉センタ

ー」が事業者で，２人のケアマネージャーがサービスを実施している。福祉用

具の購入については４件の利用があった。「腰掛便座」が１件と「入浴補助用

具」が３件であった。住宅改修については，給付は４件で，「手すりの取り付

け」が３件，「段差解消」が１件であった。高額介護サービス費は９９件で，１

件あたりの給付額は９，７６４円であった。

施設サービスの利用実態をみよう。

介護老人福祉施設は，２００１年３月末で７人が利用している。利用者は生名

村の施設に３人，波方町の施設に２人，玉川町と菊間町の施設にそれぞれ１

人，の合計７人である。１２）

介護老人保健施設は，７人が利用しているが，村内に施設はない。４人が今

治市の施設を，２人が広島県の施設を，１人が松山市の施設を利用している。

介護療養型医療施設も村内に施設はないが，実人員で５人が利用している。

今治市の病院を４人，松山市の病院を１人が利用している。延べ日数では１，４２７

日の利用があった。１人あたりの利用日数は２８５日，約１０ヶ月となる。

以上のように，２０００年の介護保険制度の導入は，関前村に高齢者介護サー

ビスの種類における充実をもたらすことになった。しかし，関前村における介

護保険は，高齢者に介護保険給付のすべてのサービスが提供されているわけで

はない。利用希望がないことも考えられるが，村内にサービス事業者がいない

という事情が大きい。

現在，村内に所在している登録サービス事業者は，関前村高齢者生活福祉セ

ンターとへき地出張診療所である。関前村高齢者生活福祉センターは訪問介

護，通所介護と居宅介護支援を提供し，大下・岡村・小大下のへき地出張診療

所は訪問看護と居宅療養管理指導を提供している。関前村における介護サービ

ス提供の社会資源は，高齢者生活福祉センターとへき地出張診療所のみであ
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り，提供できるサービスは限定されている。（表６）

つぎに，介護保険の利用状況についてみよう。

在宅の場合についてみると，在宅要介護認定者の６９．２％が介護保険を利用

しており，介護保険制度の施行以前からの利用が６６．７％を占める。

さらに村役場が行った調査（「介護保険サービス利用者」調査）で，介護保

険の在宅サービスの利用状況を詳しく見ておきたい。ただし，この調査の対象

者は１３人と極めて少ない。しかしこれらの人びとは調査時点で介護保険の在

サービス 利用状況 利用しているサービス事業者

在宅サービス

訪問介護 ２８人（延べ１０５６回） 関前村高齢者生活福祉センター

訪問入浴介護 なし

訪問看護 なし

訪問リハビリテーション なし

通所介護 １２人（延べ３２１回） 関前村高齢者生活福祉センター

通所リハビリテーション なし

短期入所生活介護 ５人（延べ３７人） 村外事業所［広島県豊田郡］

短期入所療養介護 なし

痴呆対応共同生活介護 なし

特定施設入所者生活介護 １人 村外事業所［西条市］

福祉用具貸与 １件 村外事業所［松山市］

居宅療養管理指導 ４人（延べ２６回） 村外事業所［広島県］

居宅介護支援 １９人 関前村高齢者生活福祉センター

福祉用具購入 ４件

住宅改修 ４件

施設サービス

老人福祉施設 ７人 村外事業所［生名村�・波方町�・菊
間町・玉川町］

老人保健施設 ７人 村外事業所［今治市�・松山市・広島
県竹原市・広島県豊田郡］

療養型医療施設 ５人 村外事業所［今治市�・松山市］

表５ 介護保険サービス利用状況（２００１年度）

資料出所）関前村役場調
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宅サービスを利用する者すべてであるので検討することにしたい。

介護保険の利用は，「利用限度内で利用している」が半数（５５．６％）である。

限度額まで使っていない理由は，「今のサービス量で十分足りている」

（５５．６％）が多い。サービス業者の選定理由は，複数回答で「顔見知りである」

（４４．４％）が４割でもっとも多く，ついで「ケアマネージャーの勧め」，「信用」，

「サービスの質」がそれぞれ１割（１１．１％）となる。

介護保険の居宅サービス利用者にケアマネージャーの周知度をきくと，「ケ

アマネージャーの存在を知っている」が７割近く（６６．７％）を占める。相談の

度合いは「遠慮なく相談している」（４４．４％）がもっとも多い。ケアプランの

満足度は半数が「希望どおり」（５５．６％）と答えている。おおむね良好といえ

よう。

希望する介護のあり方を在宅の介護保険サービス利用者にも聞いている。希

望する介護のあり方は，「在宅介護」が３０．８％で，「施設介護」が１５．４％であ

る。在宅での生活を望む者がもっとも多いが，「わからない」や「無回答」が

目立つ。

一方，施設入所サービスの利用状況を，村役場が行った「施設入所者」調査

サービス種別 事 業 者 名

訪 問 介 護 関前村高齢者生活福祉センター

訪 問 看 護

大下へき地出張診療所

岡村へき地出張診療所

小大下へき地出張診療所

通 所 介 護 関前村高齢者生活福祉センター

居宅療養管理指導

大下へき地出張診療所

岡村へき地出張診療所

小大下へき地出張診療所

居 宅 介 護 支 援 関前村高齢者生活福祉センター

表６ 関前村内の登録サービス事業者

資料出所）関前村役場調
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でみよう。この有効回答も２３と少ないが，貴重な資料であるので検討してみ

たい。

施設入所サービスの利用者のうち８２．６％が介護保険開始以前から利用して

おり，期間は「３年以上」が６５．２％を占める。施設入所サービス利用者の自

己負担額については，「わからない」「無回答」が多いが，「以前より減った」

（１７．４％）がもっとも多く，ついで「以前より増えた」（８．７％），「変わらない」

（４．３％）となっている。施設入所者へのケアプランの説明は，３割（３０．４％）

が受けたと答えているが，「ケアプランに沿ったサービスの実施がされている」

（２１．７％）とする回答の比率は少ない。

５．高齢者の福祉ニーズ

２００１年に関前村が行った「高齢者一般調査」は，村内の高齢者に希望する

介護のあり方を聞いている。介護が必要になった場合に，「介護保険サービス

活用で自宅介護」を望む高齢者がもっとも多く２９．５％で，ついで「家族中心

で自宅介護」が２７．６％，「老人ホーム等への入所」が１９．６％となる。「介護保

険サービス活用」や「家族中心」をあわせて自宅での介護を望むものは半数

（５７．１％）を超える。

同じ調査で，村内高齢者の介護保険サービスについての周知度や利用意向を

みよう。

介護保険サービスについて，知っている比率が高い順にあげると，「訪問介

護」（７１．４％）がもっとも高く，ついで「訪問入浴」（６６．７％），「訪問看護」

（６４．６％），「通所介護」（６３．５％）となる。訪問型のサービスがよく知られて

いる。また，これらは前節で検討したように，現在サービスが提供されていな

い「訪問入浴」を除けば，実際に利用実績の多いサービスでもある。一方，比

較的新しいサービスである「グループホーム（痴呆対応型生活介護）」（１６．５％）

や「療養型病床群」（２１．７％）などは周知度が相対的に低い。

介護保険サービスの利用意向については，高齢者一般で「利用したい」とい
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う比率が高いのは，「訪問介護」（５４．０％），「福祉用具貸与等」（４８．１％），「訪

問看護」（４７．５％），「訪問リハビリ」（４１．３％）である。一方，「利用したくな

い」という比率が高いのは，「グループホーム」（３０．７％），「特別養護老人ホー

ム」（２８．３％），「ケアハウス」（２８．０％）である。施設サービスについては，介

護が必要になれば利用されるが，高齢者一般からの利用希望は少ない。

関前村で介護保険外で行われている保健福祉サービスには，健康教室や健康

診査などの老人保健事業，高齢者生きがい活動支援通所事業（生きがいデイサ

ービス），配食サービス事業，生活管理指導員派遣事業や介護用品支給事業な

どの老人福祉事業がある。

「生きがいデイサービス」は９：３０～１６：００の時間帯で，入浴・食事の提供，

健康チェック，レクリエーションなどを行っている。１日あたりの定員は１６

人（利用者１人につき週１～２回程度）で，１回の利用料金は９２０円である。

２００１年度の利用延べ人数は，食事と趣味活動がそれぞれ２，０００人，入浴が９８０

人である。

配食サービスは６５歳以上の１人暮らしまたは高齢者のみの世帯員を対象と

している。２００１年度の総配食数は１，３００食，利用実人員は３０人である。１食

あたりの利用者負担額は３８０円で，週１回昼食が配食されている。事業は関前

村社会福祉協議会に委託され，民生委員が配食と安否確認をしている。

これらの保健福祉サービスのうち利用されているのは，「健康診査等」

（４７．０％）がもっとも多く，「健康教室等」（２０．３％），「生きがいデイサービス」

（１０．１％）となっている。

また，利用希望が多いのは，「健康診査等」（５２．２％），「健康教室等」（４０．３％），

「生きがいデイサービス」（３１．９％）である。現在よく利用されているサービス

は利用希望も多い。

６．離島町村の比較

最後に，関前村の高齢者福祉の現状を他の離島町村と比較し，その特徴を指
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摘しておきたい。

２００３年現在離島振興法の指定を受けている愛媛県の離島は３２である。これ

らの離島のうち１６の離島は，全域が離島指定をうけている町村に属している。

それらは，越智郡の魚島村（高井神島，魚島），弓削町（弓削島，佐島，豊島），

生名村（生名島），岩城村（岩城島），関前村（大下島，小大下島，岡村島）と

温泉郡中島町（睦月島，中島，怒和島，津和地島，二神島，野忽那）である。

以下では，関前村を含む６離島町村の２００２年度の介護サービス利用状況を比

較してみよう。資料には『介護保険制度の運営状況』（愛媛県保健福祉部生き

がい推進局長寿介護課２００３年）を用いる。１３）なお，６離島町村の高齢化率につ

いてみておくと，６離島町村の中では関前村が４８．８％でもっとも高齢化が進

んでいる。（表７）

まず，介護保険料からみよう。

介護保険料の月額は，２０００年から２００２年度までの第１期では，関前村は

２，５０８円である。離島町村の中では魚島村の２，５７６円がもっとも高額で，弓削

町の１，９９２円がもっとも低額である。６離島町村の中では関前村は２番目に高

い。第１期の県平均が２，９６２円であるから，離島町村の介護保険料は全体とし

て低額であったことがわかる。

２００３年度から２００５年度までの第２期では，関前村は３，３２３円で，６離島町

総 人 口（人）高齢者人口（人） 高齢化率（％）

魚 島 村 ３０７ １４８ ４８．２

弓 削 町 ３，８４１ １，１９７ ３１．２

生 名 村 ２，１８５ ６９７ ３１．９

岩 城 村 ２，３１２ ７３６ ３１．８

関 前 村 ８８６ ４３２ ４８．８

中 島 町 ６，６７０ ２，８１６ ４２．２

県 計 １，５０５，６８７ ３３２，８３５ ２２．１

表７ 高齢者人口と高齢化率（２００２年４月１日現在）

資料出所）愛媛県保健福祉部生きがい推進局長寿介護課『介護保険制
度の運営状況』２００３年
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村のなかではもっとも高額となる。もっとも低額なのは魚島村２，０６７円であ

る。県平均が３，５４６円であるから，離島町村は第２期もすべて平均以下の保険

料である。また，第２期の保険料は県平均で５８４円の増額となっている。関前

村でも８１５円の増額となっており，県平均に比べて大幅な増額である。しか

し，６離島町村をみると，多くは増額となっており，弓削町では１，０４１円の増

額となっている。これに対して，魚島村は５０９円と大幅な減額となっている。

第１期の保険料の最高額と最低額の町村で，以下で検討するサービス利用の状

況が保険料に反映し，調整が行われている。（表８）

つぎに，介護保険のサービス利用状況をみよう。

要介護認定者の出現率は関前村では１２．８％である。弓削町（１６．４％）がもっ

とも高く，岩城村（９．８％）がもっとも低い。６離島町村の中では関前村は中

位である。県平均（１５．８％）にくらべると，弓削町をのぞけば，離島町村の要

介護認定者の出現率はやや低い。

要介護度についてみると，要支援の比率は，関前村では１８．２％である。弓

削町（２５．０％）がもっとも高く，生名村（１１．６％）がもっとも低い。一方，要

介護度４および５の重度の比率は，関前村では２７．３％である。この比率は中

島町（３１．２％）でもっとも高く，魚島村（１２．５％）でもっとも低い。６離島町

村のなかでは関前村は要介護認定者の出現率も，要介護度も中程度であること

第２期保険料基準額月額（a） 第１期保険料基準額月額（b） 保険料月額増減（a－b）

魚 島 村 ２，０６７ ２，５７６ －５０９

弓 削 町 ３，０３３ １，９９２ １，０４１

生 名 村 ２，５０４ ２，３８３ １２１

岩 城 村 ２，０７５ ２，０７７ －２

関 前 村 ３，３２３ ２，５０８ ８１５

中 島 町 ２，５０４ ２，３８３ １２１

県 計 ３，５４６ ２，９６２ ５８４

表８ 介護保険料 （円）

資料出所）表７に同じ
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がわかる。（表９）

要介護認定者のうちのサービス利用率は，関前村では７２．５％となる。弓削

町（８１．５％）がもっとも高く，中島町（６５．７％）がもっとも低い。県平均（７６．９％）

より高い利用率は弓削町のみであり，離島町村の介護保険サービス利用はやや

低調である。

合計 出現率
要 介 護 度 別 人 数

要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

魚島村 １５ １０．４％ ２ ８ ３ １ １ １

弓削町 １９６ １６．４％ ４９ ７８ ２０ １１ １６ ２２

生名村 ８５ １２．２％ １０ ２４ １５ １２ １２ １３

岩城村 ７２ ９．８％ １１ ２６ １３ ６ ７ １０

関前村 ５５ １２．８％ １０ １５ ８ ８ ６ ９

中島町 ４２３ １５．０％ ６０ １１９ ６５ ４７ ５７ ７５

県計 ５２，４６４ １５．８％ ７，８７２ １６，１８７ ９，０６２ ５，９５１ ６，２８４ ７，１０９

在宅サービス
受給者数 施設サービス受給者数 受給者数

合計
受給者割合 サービス

利用率計 特養 老健 療養型 計 在宅 施設

魚島村 ９ １ ０ １ ２ １１ ７９．２％ ２０．８％ ７０．７％

弓削町 １２８ ２３ ４ ５ ３１ １６０ ８０．３％ １９．７％ ８１．５％

生名村 ４２ ２０ １ １ ２２ ６４ ６５．６％ ３４．４％ ７５．４％

岩城村 ３８ ８ ６ ２ １６ ５５ ７０．４％ ２９．６％ ７５．４％

関前村 ２１ １０ ４ ５ １９ ４０ ５２．４％ ４７．６％ ７２．５％

中島町 ２０８ ５４ １０ ６ ６９ ２７８ ７５．０％ ２５．０％ ６５．７％

県計 ２８，６７４ ４，６１９ ４，５６２ ２，４８６ １１，６６６ ４０，３４１ ７１．１％ ２８．９％ ７６．９％

表９ 要介護認定者数（２００２年度平均）

注）小数点以下の数値について，集計上算出された数値をそのまま表記しているため
合計数等が一致しない場合がある。

資料出所）表８に同じ

表１０ 介護サービス受給者数（２００２年度平均）

注）小数点以下の数値について，集計上算出された数値をそのまま表記しているため
合計数等が一致しない場合がある。
サービス利用率は，要介護認定者数に対する受給者数の割合。

資料出所）表８に同じ
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利用されているサービスを在宅サービスと施設サービスに分けてみると，関

前村は，在宅５２．５％に対して，施設４７．６％である。県平均では７対３という

割合で，どの離島町村も在宅の比率が高く，７～８対２～３という割合となっ

ている。関前村のみが在宅と施設がほぼ拮抗している。関前村では，他の離島

町村に比べて施設志向が強いといえよう。（表１０）

７．お わ り に

愛媛県の離島のひとつである関前村を取り上げ，地域社会の変化と高齢者福

祉の現状について検討してきた。その結果，離島の厳しい現実を知ることになっ

た。関前村は住民の半数が高齢者となり，高齢者福祉政策の展開を背景にこの

２０年間に高齢者福祉は充実されてきてはいるが，他地域に比べて提供される

サービスは乏しい。しかし，高齢者の多くがこの地域に住み続けたいと願って

いる。高齢者の希望をどう実現していくのかが関前村の課題である。

離島の多くは，急激な人口減を経験し，超高齢化した社会となっている。多

くの離島は，自然に任せる形でその変動を受け止めようとしている。関前村も

そのひとつである。しかし，少数ではあるが，積極的な試みもある。たとえば，

魚島村（高井神島，魚島）の場合である。高井神島では児童生徒の減少により

小・中学校が１９９７年の春に休廃校の危機を迎える状況にあった。そこで，魚

島村は格安家賃と奨励金制度を設けて，１９９６年度より新聞やインターネット

を利用して子どものいる家族を中心に「村民大募集」を開始した。その結果，

両島あわせて１４世帯，２６名が定住し，地域住民との交流を通して地域の活性

化に�がっている。１４）また，中島町の場合は，１９８８年以来野忽那島で離島のへ

き地小規模校としての良さを生かし，全国的にもめずらしい里親制度のもとで

都会の小学生を受け入れる「瀬戸内シーサイド留学」を行い，大きな成果をあ

げている。しかし，里親の高齢化や留学生の減少により近年存続が危ぶまれ，

里親の地域外からの募集やセンター方式による運営などが検討されている。１５）

本稿で取り上げた関前村の場合，そうした積極的な方法は採用されてこな
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かった。それは，現実に人口は急速に減少しているが，離島特有の狭隘な平地

のために，密集した住宅での生活が現在も続いており，過疎という言葉にはそ

ぐわない日常生活があるからではないだろうか。

ところで，関前村には他の離島町村では見られないボランティアグループに

よるユニークな活動がある。このグループの活動は，アメリカで実践されてい

る時間預託のボランティアシステムである「タイムダラー」制度にヒントを得

ている。１６）関前村のグループはこれを「ありがとう」を意味する「だんだん」

という名称で，１９９５年から活動を行っている。労力の時間や送迎・子守りな

どのサービス内容に応じてチップの枚数が決められ，地域住民同士で何かを頼

む時のお金やお礼の品にかえてチップをやり取りする。チップ（地域通貨）は，

いかにお金をかけずに，地域住民同士で信頼関係を構築して，互いに支えあっ

ていくかを具象化するひとつの手段として位置づけられている。こうしたグル

ープ「だんだん」の活動は，超高齢化社会を乗り越えていくための相互扶助を

理念としたコミュニティづくりとして注目されている。１７）

前節までの検討で明らかになったように，関前村における高齢者福祉の主要

な社会資源は高齢者生活福祉センターと社会福祉協議会である。安心して地域

で生活を続けることができるようにこれらの資源の機能を充実させていくこと

が必要である。

高齢者生活福祉センターは２００１年より「生活支援ハウス」へと名称が変更

された小規模多機能施設である。調査でインタヴューに応じてくれた関前村高

齢者生活福祉センターの居住部門の女性利用者は，センターは元気な時だけ利

用可能で，介護が必要になったら他の施設へ行かなければならないので，介護

が必要になったときのことが最大の悩みと訴えていた。現在村内には入所介護

施設はない。唯一の居住施設であるセンターが，介護保険制度においてケアハ

ウスのように特定施設入所者生活介護の対象となるならば，センターで訪問介

護等を受けることができ，介護が必要な高齢者もセンターに居住し続けること

が可能となる。早急に制度改正が望まれる。
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今治市等の合併協議会の資料によれば，社会福祉協議会については，今治市

社会福祉協議会に統合するという方針である。事業補助及び事業委託について

は，社会福祉協議会の事情を尊重しながら，新市発足までに調整することになっ

ている。関前村の社会福祉協議会は介護保険事業の訪問介護と通所介護を行っ

ている。新今治市となる１２の社会福祉協議会のうち介護保険事業を委託事業

としているのは関前村の社会福祉協議会のみである。村の高齢者福祉を支える

唯一の組織といえる関前村社会福祉協議会をどのような形で残していくかが重

要な課題といえよう。とりわけ同じ介護保険制度のなかで，同じ保険料を納付

しながら，高齢者が必要な介護サービスを受けることが困難な状況が生じない

ような供給体制づくりが必要である。１８）

瀬戸内の島々をまわり，『離島研究』を著した中桐規碩は，岩城島（愛媛県）

についての印象を「島の人にどことなくゆとりがあって同じ瀬戸内でも他の島

とどことなく違うところを感じさせる」と記述している。それは，岩城島は全

島が一行政単位の村であり，住民の自治活動と行政とが一体となって島民の生

活をよいものに仕上げていくからではないかと指摘している。１９）関前村も同様

のよさがあるように思われる。しかし，今回の合併では，行政区域も広域化し，

関前村は本土の都市の一部となる。これまでとは異なり住民の思いが行政に反

映しにくくなるのではないだろうか。今後も村の動向を見つづけていきたい。

注

１）関前村のみならず本論文で取り上げた６つの離島町村はすべて，合併という大きな変動

の中にある。魚島村と弓削町と生名村と岩城村は，２００４年１０月に上島町となり，関前村

は２００５年１月に今治市と合併し，中島町は２００５年１月に松山市と合併した。今後は，６

離島町村のうち全域離島指定の町村は上島町のみとなる。しかし，本稿は主として合併ま

での時期を扱っているので，町村名の記述は旧町村名のままとした。

２）財団法人 日本離島センター『２００２離島統計年報』２００３年

３）離島振興法は「離島」の要件として「本土より隔絶する特殊事情よりくる後進性」をあ

げている。また，「離島」に類似する「島嶼」という用語は「水圏（一般には海洋）をもっ

て周囲を完全に囲まれた本土（大陸または主島）に比して面積が相対的に狭小なる陸塊を
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一つの地域として把握する場合に用いる地理的概念」とされ，「離島」を周囲の長さが１００

m以上の陸地（島，岩）とする定義もある。（国土庁地方振興局離島振興課監修『離島振

興ハンドブック』平成８年 p.１）

４）地域振興法には，地域自立支援特別措置法のほか，離島振興法，山村振興法，半島振興

法豪雪地帯対策特別措置法などがある。

離島振興法は，離島の後進性を除去し，格差を是正することによって住民生活の安全・

向上を図ることを目的として，１９５３年に制定された。以後，国および地方公共団体が離島

振興計画にもとづき，離島の基礎条件の改善，産業基盤の整備等の振興施策を実施してき

た。この法律は１０年間の限時立法として制定され，これまでに５回の改正・延長が行わ

れている。２００２年に，離島振興法の一部を改正する法律が成立し，２００３年４月に施行さ

れた。２０１３年３月までの期限とされている。（国土庁地方振興局離島振興課監修『前掲書』

pp.１９～３５）

５）２００３年４月現在，離島の６０．５％が過疎地域自立促進特別措置法の指定を受けている。（過

疎対策研究会編『過疎対策データブック――平成１４年度過疎対策の現況――』２００４年）

６）離島の５類型では，日本の離島の約半数（１３７島）が「内海本土近接型」に分類される。

（国土庁地方振興局離島振興課監修『前掲書』p.２３８）また，須山 聡は人口構造および

産業構造に着目して因子分析を行い，A生業的漁業島嶼群，B自立的漁業島嶼群，C小規

模中心地・製造業立地島嶼群，D農業特化島嶼群，E公共事業依存島嶼群，F観光化島嶼

群，G鉱業特化島嶼群の７つのクラスタを指摘している。この類型によれば，関前村の３

島は，農業従事者・農家戸数が多く，高齢化が進展していることが特徴とされる D農業特

化島嶼群に分類されている。（須山 聡「島嶼地域の計量的地域区分」平岡昭利編著『離

島研究』海青社２００３年 pp.９～２４）

７）愛媛県企画情報部統計課『統計からみた市町村のすがた――愛媛県市町村別主要統計指

標（平成１２年版）』『同（平成１３年版）』愛媛統計協会２０００年・２００１年

８）牧園清子「離島の老人問題」松山商大論集第３７巻第２号１９８６年 pp.５９～９９

９）田中荘司「老人福祉の政策体系」仲村優一他編『講座社会福祉８ 高齢化社会と社会福

祉』有斐閣１９８３年 pp.４８～７０，永和良之助・佐藤順子・坂本 勉「老人福祉の法制度」永

和良之助編著『高齢者福祉論』２００２年 pp.１０５～１５９

１０）関前村誌編集委員会編集『関前村誌』１９９７年 pp.６９８～７２５。愛媛県地方振興部統計調査

課『統計からみた市町村のすがた――愛媛県市町村別主要統計指標（昭和５６年版）』愛媛

統計協会１９８２年，愛媛県企画情報部統計課『統計からみた市町村のすがた――愛媛県市

町村別主要統計指標（平成１２年版）』愛媛統計協会２００１年

１１）離島架橋は，一般道路事業や有料道路事業として行われるものと，農業・漁港・港湾な

ど産業基盤整備に係る事業として行われるものとがある。広島から関前村までの架橋のう

ち下蒲刈島と本土を結ぶ道路のみ一般道路で他はすべて農道である。橋が架かり本土と常

時陸上交通が確保されれば，離島の指定が解除される。（国土庁地方振興局離島振興課監
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修『前掲書』pp.１５８～１５９）

瀬戸内の島々を縦断して交通の便宜を図ろうとする計画は「大崎下島広域農道整備事

業」とよばれ，柑橘を中心とした生産性の向上，産地の大型化，市場開拓を効率化し，人，

物の流れを活発にし，地域社会の流動性が高まると期待されている。大崎下島の大長は，

無人島や他の町村へ農用船ででかけて農作をする「渡り作り」「出作」によりみかんを栽培

している。橋の開通はこうした農業への貢献が期待されている。なお，関前村と橋でつな

がった豊浜町と豊町は２００５年３月２０日に呉市に編入合併する。（広島県『広島県離島振

興計画（平成１５年度～２４年度）』２００３年 p.１２，p.６１。関前村誌編集委員会編集『関前村

誌』１９９７年 pp.６９８～７２５）

１２）その他に１人が介護保険対象外の養護老人ホーム（朝倉村）を利用している。

１３）愛媛県保健福祉部生きがい推進局長寿介護課『介護保険制度の運営状況（第１期事業運

営期間（平成１２年度～１４年度）における介護保険サービス利用状況等について）』２００３

年

１４）愛媛県『愛媛県離島振興計画（平成１５年度～２４年度）』２００３年 p.１１～１８

１５）同上 p.７３～８５

１６）エドガー・カーン（ヘロン・久保田雅子，茂木愛一郎訳）『この世の中に役に立たない人

はいない：信頼の通貨：タイムダラーの挑戦』創風社出版２００２年

１７）愛媛県『前掲書』pp.３９～４７。「だんだん」の会員は７０名で，医療機関や保育所の送迎，

荷物の運搬，買い物などのサービス活動の交換を行っている。（島崎義弘「タイムダラー

ボランティア『だんだん』の取り組み」『かんぽ資金』No．２９４ ２００２年 pp.２４～２７ 井上

繁・島崎義弘・岡崎仁史「過疎課題を持つ地域のまちづくり」２００４年『月刊福祉』２００４

年２月号 pp．１２～２１）

１８）『今治市及び越智郡１１か町村合併協議会』第２３回（２００５年１月２２日）・第２４回（２００５

年２月１２日）資料

１９）中桐規碩『離島研究――瀬戸内の社会学』高文堂２００４年 pp．７９～１１３

なお，本稿は２００３年度に松山大学特別研究助成の交付をうけた研究成果の一部で
ある。
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